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公益事業における環境マネジメント手法と公会講

藤本　孝一郎

はじめに

　従来，公衆衛生の向上や公害問題の解決が中心とされていた廃棄物・リサイクル行政及び市町

村の一般廃棄物処理事業は，現在，循環型社会の形成を目指す段階となっている。このような情

勢の下「一般廃棄物会計基準」が制定された。本稿では一般廃棄物会計基準について総覧し，そ

の諸会計原則および報告の特徴を示し，公益事業としての廃棄物処理事業の情報と公会計および

環境会計とのかかわりを検討した。

1．公益事業と会計情報

1．1一般廃棄物会計基準の意義

　環境省では平成17年度から2年間にわたり，一般廃棄物処理に関する事業に係るコスト分析の

標準的手法について検討された。その結果「一般廃棄物会計基準」（以下，「本会計基準」）として，

市町村における一般廃棄物処理に関する事業に係るコスト分析及び評価・助言のための基準が公

表された。（注1）

　廃棄物・リサイクル行政の目的が，これまでの公衆衛生の向上や公害問題の解決から循環型社

会の形成へと変遷していることを踏まえ，今後，我が国全体として，3R（注2）に重点を置いた

最適な廃棄物処理・リサイクルの施策が求められている。

　施策の検討過程では，3R推進のために取るべき具体的な施策や，施設整備を含めた処理システ

ムの最適化等の検討の基礎情報として，また，住民や事業者に対して処理システムの必要性等を

説明するための情報として，市町村による一般廃棄物の処理に関する事業に係るコストの分析及

び評価を行い，社会経済的に効率的な事業となるよう努めることが指摘されている。

　従来，公益事業としての，一般廃棄物処理に関する係るコストの分析方法については統一的な

ものがなかった。コスト分析を行っている市町村においてもコスト計算の方法，範囲，区分は一

致していない。「本会計基準」によりコスト分析の対象となる費目の定義や共通経費等の配賦方法，

減価償却方法等について検討を行い，標準的な分析手法を示すこと等による技術的支援が可能に

なるとされている。本稿ではその諸会計原則および報告の特徴を示し，公会計や環境会計とのか

かわりを検討した。
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1。2計算書類の意義

　「本会計基準」では，財務書類の作成主体を市町村（組合を含む。）としている。一般廃棄物会

計に係る財務書類を作成する臼的は，利害関係者の意志決定に関する有用な情報を提供すること

とされている。「本会計基準」により市町村が行う…般廃棄物の処理に関する事業に係る会計につ

いて客観的に把握することが可能となる。さらに，市町村が情報利用者に対し責任を会計的に明

らかにする，いわゆる「パブリック・アカウンタビリティ（公的説明責任）」を根拠としている。

このような目的から諸会計原則や費用分析の対象となる費目の定義や費用等の配賦方法，減価償

却方法等について標準的な分析手法が定められている。次に一般原則の概要と財務報告の構成を

検討する。

2．一般原則の概要

2．1　日的適合性の原則

　一般廃棄物処理に関する事業に係る財務書類が情報利用者にとって，どれだけ有用性があるか

を意味する。このとき目的適合性の有無の判断に，次のような要素を規定している。

　「事後的評価可能性」：情報利用者が事後的に市町村の一般廃棄物の処理に関する事業に係る財

務撃墜を評価すること。「予測・シミュレーション可能性j：情報利用者が市町村の一般廃棄物の

処理に関する事業に係る財政状態等について将来予測やシミュレーションを行うこと。「適時

性」：財務書類が遅延なく作成されていること。

2．2　信頼性の原則

　市町村における一般廃棄物処理に関する事業に係る財務書類の目的を達成する上で，その情報

がどれだけ信頼に値する正確性と真実性を有するかを意昧している。信頼性の有無の判断に，次

のような要素を規定している。

　「実質優先主義」：財務情報が取引事象の法律的形式よりもその実質と経済実態を反映している

こと。「中立性」：情報利用者の意志決定を歪めないこと。「表示の忠実性」：財務書類の表示が取

引事象を忠実に反映するものとなっていること。

2．3　その他

　以上の2つの原則を中心に，さらにその他の一般原則として，次の2点が規定されている。「重

要性」：財務情報の省略または誤表示が意思決定に影響する，または許容される程度。「比較可能

性」財務情報の会計期間や他の市町村との比較が可能であること。
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2．4財務報告書の構成

　…般廃棄物会計に係る財務書類の構成は，一般廃棄物の処理に関する事業に係る「原価計算書」，

…般廃棄物の処理に関する事業に係る「行政コスト計算書」，一般廃棄物の処理に関する事業に係

る「資産・負債一覧」とされている。以下，概要を示す。

「一般廃棄物の処理に関する事業に係る原価計算書」

　市町村が行う直営又は委託により行う一般廃棄物処理（収集過般，中間処理，資源化，最終処

分）について，一般廃棄物種毎に対象期間に要した費用及び得られた収益を表す。…般廃棄物処

理の効率性を検証するための情報となる。

「一般廃棄物の処理に関する事業に係る行政コスト計算書」

　市町村が行う一般廃棄物処理（原価計算書の対象）を含む，一般廃棄物の処理に関する事業に

ついて，対象期間に要した費用及び得られた収益を表す。…般廃棄物の処理に関する事業の効率

性を検証するための情報となる。

「一般廃棄物の処理に関する事業に係る資産・負債一覧」

　一般廃棄物の処理に関する事業に係る資産及び負債の状況を整理して表す。当該資産及び負債

を把握し管理することで，資産の有効活用の他，資産の更新や修繕の計画的実施などに役立てる

ことができる。

3．公会計と環境会計情報との関わり

　近年，地方公共団体の経営を進めるため，内部管理と外部報告への財務情報開示の重要性が拡

大してきている。また公会計制度の各種の整備が地方公共団体においてすすめられている。一般

廃棄物会計基準は，総務省が設置する新地下野会計制度研究会がとりまとめた「新地方公会計制

度研究会報告書」（平成18年）に基本的に準拠し，公会計制度の拡張の一つの方向を示している。

主として，資産・負債・費用・収益の定義，区分や減価償却の方法，対象さらに連結手法等で連

関する。

　このように地方公共団体での公会計において，一般廃棄物の処理に関する事業のみを切り出し

て財務情報の管理及び情報公開を行うことは，事業に要する費用の必要性や効率性について具体

的に把握し，事業の効率化を図るとともに，住民や事業者に事業の理解を得るために意義がある。

　さらに環境省による「環境会計ガイドライン2005年版」（平成17年）に基づいて環境会計を実施

している場合，次のような関係が認められる。

　事業エリア内コストの資源循環コストのうち「一般廃棄物のリサイクル等のためのコスト」及

び「一般廃棄物の処理・処分のためのコスト」は，原価計算書の作業部門の費用に該当する。ま

た管理活動コストのうち，一一般廃棄物の処理に関する事業について，対象期間に要した費用は，
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一般廃棄物の処理に関する事業に係る行政コスト計算書の管理部門の経常費用「その他の一般廃

棄物の処理に関する事業に係る費用」に該当する。環境保全対策に伴う経済効果の実質的効果の

収益のうち，リサイクルによる有価物の売却収入は，原価計算書の「資源売却収入」に該当する。

　今後，環境問題や循環型社会の構築に向けた取組の推進が求められる中，具体的な施策や，施

設整備を含めた処理システム最適化等の基礎情報および住民や事業者に対して処理システムの必

要性等を説明するための情報が必要とされる。市町村による一般廃棄物処理に関する事業に係る

会計の意義は大きい。最後に報告様式の一部を示す。（図）

おわりに

　近年，環境問題に対する論議の高まりから，環境に関する財務報告制度の重要性も認識されつ

つある。本会計基準は，各自治体における一般廃棄物処理計画となる処理システム形成に利用さ

れるが，定期的に評価及び見直しも必要である。さらに改善と充実をはかる点から，今後も一般

廃棄物会計の適用状況を考察し，さらに公経営情報との関連について研究したい。

図．報告様式例の一部（一般廃棄物の処理に関する事業に係る行政コスト計算書〉

（経常収益の部，円単位）
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【注l

！．地方自治法第254条の4に基づくものである。

2．「3R」はりデュース（Reduce：発生抑制），リユース（Reuse：再使用），リサイクル（Recyde：再

生利用・エネルギー利用をいう。
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